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はじめに
　1848年の 2 月革命から1870年 9 月の帝政瓦解までは、フランス憲政史の
中でも特異な時期を構成する。「政治責任」概念と「政治権力」概念の国
家の頂点における結合を、フランスは初めて経験することになったからで
ある。執行権が常に合議体に付与されるという大革命以来の「伝統」を
1848年憲法は放棄した
（１）
。責任の概念が権力の民主的正統性を不断に強化す
るために随意に用いられる動態は、プレビシットの呼称とともに、その後
長らく、フランス憲政に強い印象を与え続けることとなった。
　しかし、その特異性と裏腹に、憲政史の分野での学説の問題関心は、大
革命期に対するそれと比べた際はもとより
（２）
、19世紀前半の立憲君主制に対
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（ 1 ）　野村敬造『フランス憲法・行政法概論』（有信堂、1962年）109頁。
（ 2 ）　長谷川憲「1848年におけるフランスの国民議会議員（ 1 ）」工学院大学研究論
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するそれと比べても、十分なものとは言えない。政治権力の性格という点
において地続きである1848年 2 月～1870年 9 月の歴史的段階は、19世紀前
半の共和制と立憲君主制、そして19世紀後半の議院内閣制的共和制とを結
節する「橋 pont」、つまり過渡期として性格づけられてきたのである
（３）
。と
はいえ、国家元首有責原則と大臣責任制を併存させる執行府二重責任体制
を憲法制度として認めた第二共和制・第二帝政の独自性が、政治動態上の
現象形態として、ドゴール期第五共和制において蘇演されることとなった
点は注目すべきである
（４）
。従って、19世紀中葉のフランス憲政・執行権責任
制度の特異性は、過渡期が記録した特殊現象として整理されるだけでな
く、議院内閣制的な憲政の運行に加えて、フランス憲政が伏在させてきた
一つのオルタナティブとして、その特質と問題性を虚心に扱われるだけの
意義を有すると考える。
　本稿は、かような問題意識に基づいて、ルイ＝ナポレオンによる個人
化・人格化された権力が、「帝政」として制度化される以前の、第二共和
制（1848年～1852年）を検討領域として設定する。1848年の憲法が採用した
執行府二重責任体制が大臣責任制を阻害する如何なる構造的特質を有して
いたのか、この点に関する分析が第一に課題とされる。第二に、この四年
間における政治制度・政治動態はもとより、オディロン・バロをはじめと
する政治アクターの言説によって記録された、当代の政治的思潮といっ
た、諸側面への幅を持った目配りによって、大臣を主体として、政治的自
律性と権力統制契機を結合させる大臣責任 responsabilité ministérielle を
形骸化させた諸要素を確認する。以上の両点に対する検討を通じて、フラ
ンス憲政・議会制の「過渡期」における、執行権の責任を中核とした政治
構造の基本的な性格を顕在化させることが、本稿の目的である。権力と責
叢第46─ 2 号、（2009年）、99頁。
（ 3 ）　M. Prélot, La signification constitutionnelle du Second Empire, RF sc. pol. 
1953, p. 56.
（ 4 ）　西川長夫『フランスの近代とボナパルティズム』（岩波書店、1984年）90頁。
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任とを国家の頂点に位置する人格において結合させるというアプローチ
は、フランス共和制の習作期における自然な感覚・理念であった。してみ
れば、そこで第二共和制が執行権の責任と権力に関して経験することにな
った陥穽は、民主政治に推進力を与えるという極めて自覚的な実践的関心
の下で、大統領制に類似した政治運用が可能な憲法制度を採用した、20世
紀後半のフランス憲政にとっても示唆的であろう。
　1848年憲法第68条
（５）
は、フランス憲政史上における唯一無二の新機軸とし
て執行府の二重の責任、すなわち、大臣責任と組み合わされた大統領責任
を採用した。王制瓦解の時点で示された政治的思潮には、後述する通り、
君主的正統性に拠らない国家元首にあっては、有責原則を自明視する傾向
があった。オリジナリティに富む憲法制度の解釈をめぐっては、後述の通
り、例えば、同68条に規定された責任の性質が如何なるものか─それが
政治的な性質のものか刑事的な性質のものか─という各論的問題が存在す
る。もっとも、当代の政治的思潮を大掴みするためには、執行権とその責
任に関しては、国家元首のみに関心が集中しており、大臣の地位に関して
は全般に等閑に付されていたという点を押さえておくことが重要である。
採用された憲法制度は、大統領一極集中の観を呈する執行権規定に象徴さ
れるように、正に共和国大統領を統治制度のチャンピオンとして頂いてい
た。かような制度の下、体制運行は、ルイ＝ナポレオンの強烈なパーソナ
（ 5 ）　1848年憲法第68条；「共和国大統領、大臣、公権力の受託者は、各々自己に関
わることにつき、政府および行政の行為すべてについて責任を負う。─共和国大統
領が国民議会を解散し、あるいは国民議会を休会し、あるいは国民議会の権限行使
に妨害を加えるあらゆる措置は、国家反逆罪である。─前項の事態により、共和国
大統領は失職する。市民は共和国大統領への服従を拒否しなければならない。執行
権は、当然に国民議会に移行する。高等院の裁判官は、直ちに会同する。従わない
場合は反逆罪となる。高等院の裁判官は、大統領とその共犯者を裁判するために、
裁判官が指定する場所に陪審員を招集する。裁判官は、検察官の職務を果たす司法
官を自ら任命する。─法律は、他の責任ある場合ならびに訴追の形式と要件を定め
る。」訳文は、辻村みよ子・糠塚康江『フランス憲法入門』（三省堂、2012年）238
頁を参考とした。以下、憲法条文の訳文については、特記のない限り、同書を参考
とする。
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リティによって性格づけられることになる。ラフェリエールが強調してい
るように「憲法が共和国大統領に課した個人的責任は、、、大統領の力を弱
めるものとは程遠く、彼の政治的な力を増大させる形でしか作用しなかっ
た。政府の政策に対して責任を負うものと宣言された大統領が、大臣の背
後で顔色を失っているとは想像出来ない
（６）
」のである。
　したがって、「大統領が国民主権のすべてを一身に体現していたのに対
して、逆に議会はそれを750人の議員の間に分散していたのである」から
（７）
、
大臣に対してのみならず、共和国大統領が議会に対しても優位に立ち得る
制度を憲法は採用していた。加えて、実際の政治動態は、大臣の政治責任
の実質を骨抜きにすることに奉仕した。憲法制度が執行権の重心として設
定する一地点を、ルイ＝ナポレオンという人格が占めたからである。血統
に基づくカリスマ支配と、ボナパルティスムの政治マニューバとが相俟っ
て、国家権力機構を構成する諸政治アクターの実権を疎外化することとな
った。
一　1848年憲法における執行権責任の一般的情況； 
「二重責任」の体制
　1848年憲法は、その第68条第 1 項において「共和国大統領、大臣、公権
力の受託者は、それぞれ自己に関する事案について、政府および行政の行
為全てに関して責任を負う。」と規定する。同規定によって、フランス第
二共和制は、国家元首の有責制という新機軸を示し、執行権の最上流機関
から最下流機関に至るまで全ての主体が有責であるという原則を提示する
こととなった。しかし、同条は、極めて一貫した公権力担当者の有責原理
（ 6 ）　J. Laferrière, Manuel de droit constitutionnel, 2e éd., Montchrestien, 1947, p. 
207.
（ 7 ）　モーリス・デュヴェルジェ（時本義昭訳）『フランス憲法史』（みすず書房、
1995年）98頁。
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を語りながら、そこでの責任の性質については、明示していない。一方で
は、同憲法が第 8 章「司法権について」の第91条以下で執行権者の刑事責
任に関する制度的基盤を提供していることに着目して、第68条第 1 項は、
単なる一般的・原則的規定に過ぎず、後続の第 8 章を先触れしているに
過ぎないという仕方の解釈が可能である。他方では、第68条第 1 項は、単
なる刑事的な次元を超えた政治責任の原理を規定していると解釈すること
も可能であろう。結局、その後の政治動態の中で大臣衆が政治的実権と連
帯性とを欠落させ続け、結果として政治的責任主体となり得なかったの
は、後述する通り歴史的事実である。しかし、憲法制度の内在的な分析
は、後発的な政治動態の実際とは、一応独立した形で行われるべきであろ
う。それ故、1848年の憲法構造が、弾劾的責任観を抜け出た政治責任原理
に到達していたか、また、大臣責任制における連帯性の概念を自覚的に否
定していたか否かに関して、制憲過程についての検討が必要となる。1848
年憲法の起草にあたった制憲準備委員会のメンバーには、コルムナン、ト
クヴィル、オディロン・バロ、ヴィクトール・コンシデランと云った面々
が含まれており
（８）
、かかる検討作業は当時の思想的水準を確認するためにも
有為だろう。
　さて、1848年 6 月19日に国民議会に提示された第一次憲法草案
（９）
における
執行権に関する規定は11月 4 日の採択時まで、ほぼ変化がない。執行権責
任原理の一般的規定として問題の焦点となる1848年憲法第68条も、第一次
（ 8 ）　この点に関しては、P. Bastid, Doctrines et institutions politiques de la Seconde 
République, Hachette, 1945, t . I , p. 235 ; J . Cohen, La préparation de la 
Constitution de 1848 （pouvoir législatif et exécutif）, thèse Paris, Jouve et Cie, 1935, 
p. 41 ; F. Luchaire, Naissance d’une Constitution : 1848, Fayard, 1998, p. 37 ; M. 
Morabito, Histoire constitutionnelle de la France （de 1789 à nos jours）, 15e éd, 
LGDJ─Lextenso, 2018, p. 242　委員会構成員それぞれに対して言及するものとし
て、O. Barrot, Mémoires posthumes de Odilon Barrot, avant – propos de Duvergier 
de Hauranne, Charpentier et Cie, 1875─1876, vol. II, pp. 323─331.
（ 9 ）　この第一次憲法草案については、P. Bastid, Doctrines et institutions de la 
Seconde République, op. cit., t. I, Ann., pp. 291─298.
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草案第66条を謄写したものである
（10）
。このことからも示唆されるように、
執行権組織に関する一般的方針は定まっており─執行権の要は飽くまでも
独任制の国家元首であるという方針─、それ故、大臣の位置づけに関する
議論は低調であった
（11）
。制憲過程における関心は国家元首としての共和国大
統領の地位に集中している。制憲準備委員会における議論の中で、共和制
における国家元首たる共和国大統領を君主制における国家元首たる国王と
同視すること、すなわち新たな国家元首に対しても任期以外の点では不可
侵性や無答責性といった従来通りの特権を付与すべしと説いたトクヴィル
に対して、有責であることこそが、共和制における執行権の精神であり、
副署を通じて有責な諸大臣連が有責な国家元首に協働し、一丸となって国
政運営に当たる像こそが正統であると唱えて譲らないボーモン Beaumont
が対立した
（12）
。最終的に後者の立場が第二共和制・第二帝政を通底する国家
権力組織化の基本方針として採用されることとなり、大臣責任原理の制度
的・非制度的発展が阻害され続けることとなった。なお、制憲準備委員会
の議論は、責任原理の性質決定については必ずしも自覚的でなく、第一次
憲法草案を送付された国民議会理事部は同草案に対する所感を表明してい
るが、これによって同草案に格段の修正は行われず
（13）
、 8 月30日には制憲準
備委員会による第二次草案が国民議会に提出されている。ただし、この段
階において、制憲準備委員であるマラースト Marrast によって、執行権
責任の政治的性格が強調されていた点が注目されるべきであろう。「議会
のみが政治システム全体の領袖 maîtresse であり続ける。大臣を用いて大
統領が提案してきた事柄について、議会は斥ける権利を有する。もし行政
の嚮導が気に入らないのであれば、議会は大臣を失脚させる renverser こ
とが出来る
（14）
。」と。とはいえ、マラースト発言の意義は限定的である。ま
（10）　Ibid, p. 294.
（11）　J. Cohen, op. cit., p. 90.
（12）　P. Bastid, Doctrines et institutions de la Seconde République, op. cit., t. I, p. 
258.
（13）　O. Barrot, op. cit., t. II, p. 385.
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ず、この発言の影響は少なく、公権力の組織に関する規定それ自体につい
ては第一次草案から殆ど変化がない
（15）
。そして、マラーストにとっての関心
は、飽くまでも共和国大統領の有責性について強調する点にあり、大臣責
任の問題については、第二義的である。さらに、彼の責任理解は、「執行
権の濫用に対しては、執行権者を任期付きの者とすることによって、そし
て有責の者とすることによって、憲法は備えている
（16）
。」という発言からも
窺える様に、政治責任原理と政治権力原理が相互増幅の関係にあることを
意識しておらず、後述のオディロン・バロの理解に比べれば、皮相であ
り、先進性に欠ける。裁判権 pouvoir judiciaire に関するマラースト報告
は「共和主義的自由 la liberté républicaine にとって、責任が実質的 réelle
であり、何ら煩瑣でなく、それでいて何ら期待外れのものでもない point 
tracassière, mais point décevante ことが必要である。そういう訳で、我々
の草案においては、国民議会が自身の構成員、大臣、そして共和国大統領
を起訴することのできる高等院 Haute Cour de Justice を設けたのであ
る
（17）
。」としており、そこでは、弾劾的責任観が明快に打ち出されている。
　1848年憲法成立に向けての最終段階は、制憲準備委員会による第二次憲
法草案に対して国民議会が行った10月中の審議である。この段に至って
も、執行権責任の性質決定についての議論は、依然として低調である
（18）
。従
（14）　Cité in F. Luchaire, op. cit., Ann. II, p. 208.
（15）　Ass. nat., Le Moniteur universel, 31 août 1848, 3e suppl. au no 244, séance du 
30 août, 1848, pp. 2237─2239, pp. 2239─2240.
（16）　F. Luchaire, op. cit., Ann. II, p. 208.
（17）　Ibid., p. 210.
（18）　執行権に関する議論は、基本的には1848年10月 5 日、 6 日の会議において行わ
れている。第68条第 1 項の意味を明確化する発言は見あたらない。Ass. nat., Le 
Moniteur universel, 6  oct. 1848, no 280, séance du 5  oct. 1848, pp. 2723─2728 ; 
Ass. nat., Le Moniteur universel, 7  oct. 1848, no 281, séance du 6  oct. 1848, pp. 
2723─2739. 「大臣たちは大統領によって任免されるのであるから、大統領に対して
責任を負っているのは議論の余地が無い。それでは国民議会に対しては責任を負っ
ているのか？このことに関する制憲過程での報告は限定的なものであるが、問いに
対する肯定的な回答を推測させ得るものとは言えよう。とはいえ、かかる責任は法
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って、制憲過程に対する分析から憲法規定の解釈指針を十分に得ることは
できない。但し1848年10月の段階における制憲論議に眼を遣れば、執行権
責任原理を自覚的に論じるトクヴィルの姿は注目に値する。初期制憲過程
においては国家元首無答責原理と共和政体とを結合させようとしていた彼
の主張が、この段階ではやや変化している。10月 5 日の国民議会における
演説で
（19）
、彼は、執行権の長が無答責である場合と有責である場合とを区別
し、前者を立憲君主制、後者を共和制として性格付ける。そして、前者の
機制においては執行権行使の協働に与ることによって大臣が主導権を握
り、後者の機制においては、国家元首が主導権を握り、大臣連と議会との
自同性が喪失すると整理する。彼の所謂共和制の機制においては、大臣の
選定罷免権を有する国家元首が議会外から大臣を指名することで、議院内
閣制の重要な与件が欠落することを指摘するのである。しかし、1848年の
憲法構造が、憲法第68条によって如何なる大臣責任の性質決定を採用し
たかという解釈論上の問題に関して、制憲過程最終段階におけるトクヴィ
ルの行論に多く依拠することはできない。そもそもこの段階において執行
権責任の問題に注目している政治アクターはほぼトクヴィルのみであり、
従って、彼の行論は必然的に「一人説」的様相を帯びているからである。
加えて、彼の行論それ自体も混乱していて要領を得ない。彼は執行府二重
責任制の採用が確実視される動向を「前代未聞」と評したうえで、「我々
は、国家元首が国王ではないがゆえに有責であると宣言し、それと同時
に、かかる有責の国家元首に加えて、同じく有責の閣僚評議会を置いた。
文の上に現れるものではない。大臣たちの政治責任は共和国大統領の政治責任と同
じ地平の上に在る訳である。そして、共和国大統領は議会によって罷免されること
はない。議会によって罷免されない、という事情は大臣にとっては当て嵌まらない
のだろうか？制憲議会の如何なる構成員も、憲法に対して、かかる問いに明晰な回
答を与えるよう要請しなかったという事実は、驚くべきことである。」F. Luchaire, 
op. cit., p. 125.
（19）　Ass. nat., Le Moniteur universel, 6  oct. 1848, no 280, séance du 5  oct. 1848, 
p. 2724 ; A. de Tocqueville, Oeuvres complètes, t. III, vol. III : La pensée politique 
de Tocqueville sous la Seconde République, Gallimard, 1990, p. 213.
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かかる閣僚評議会なしでは国家元首は何事も出来ず、閣僚評議会は丁度自
身が立憲君主を無力化し得たように、国家元首を無力化し得る。」と述べ
ている。この点のみを見れば、トクヴィルの執行権責任理解に政治的原理
が存在したことの傍証とも言えるのであるが、しかし、直ぐに続けて「そ
れ故、国民議会はただ、大統領が義務を果たさなかった際に訴追し得るだ
けなのである
（20）
。」と述べている点において、大革命以来の弾劾的責任観が
接ぎ木されている。バスティドは、1848年制憲過程を、独任制執行機関と
いう新機軸を打ち出しつつも諸権力の配分に関しては1791年憲法流の厳格
分離という古めかしい傾向を持つと指摘した上で、立法府と執行府の協働
という現実の必要性を受け容れない憲法制度の下では、政治的紛議は無政
府状態に至ると述べ、現に生じた結末を必然と見ている
（21）
。
　以上に鑑みれば、制憲過程に対する検討を、1848年憲法第68条の解釈論
に直結させることは難しい。また、制憲過程において示された制憲者の思
想的傾向を綜合することによって、第68条の採用する責任原理の性質決
定が導出されるとも言いがたい。憲法規定それ自体の不明確性、制憲過程
に対する分析の非生産性という二重の困難故、1848年憲法における執行権
責任原理に関して、後代のフランス公法学は一致した、明快な性格規定を
与えあぐねる。エスマンは、制憲者はこの問題に関して一義的な形で結論
を下していないと見る
（22）
。ジョゼフ＝バルテルミイとデュエズは「1848年革
命の後、フランスは今再び、議院内閣制から遠ざかった、、、
（23）
」と定義ふう
に述べている。第68条が大臣の対議会責任を否認し、公務員一般の刑事
責任原理のみを規定すると見るドミニク・テュルパン
（24）
やジャン＝ジャッ
（20）　Ass. nat., Le Moniteur universel, 6  oct. 1848, no 280, séance du 5  oct. 1848, 
p. 2724 ; A. de Tocqueville, Ibid., p. 213.
（21）　P. Bastid, Doctrines et institutions politiques de la Seconde République, op. cit., 
t. II, p. 130.
（22）　A. Esmein, Eléments de droit constitutionnel français et comparé, 8e éd, avant─
propos de D. Chagnollaud, Editions Panthéon─Assas, 2001, pp. 228─229.
（23）　Joseph─Barthélemy et P. Duez, Traité de droit constitutionnel, Editions 
Panthéon─Assas, 2004, p. 177.
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ク・クレール
（25）
の見解は、1848年に成立した体制における議院内閣制的責任
機制を端的に否定する限りにおいて、バルテルミイ─デュエズ理論の現代
における継承である。1848年憲法では刑事責任原理への一本化、政治責任
原理の否定がなされたと見る。これらの見解は、執行権責任の原理と云う
観点において、第二共和制を先行する政体からの延長線上に位置づける。
新体制は執行府二重責任制の新機軸を採用した表見的構造とは裏腹に、そ
の内実を構成する執行権責任の原理的理解においては、古い弾劾制を継承
している─少なくとも、黙示の同意を与えている─旨を、制憲過程から読
み取るのである。しかし、学説は、エスマン以来一致して、明確な解答を
避ける。古典的学説ではラフェリエール
（26）
、その他今日における有力な諸論
者も、1848年憲法と制憲者たちは、執行権責任の性質決定に関して端的に
「決定の不在
（27）
」或いは「矛盾
（28）
」を読み取り、何れの学説も一様に、第二共
和制における執行権責任原理の「曖昧性
（29）
」を指摘する。他方で、フランス
（24）　D. Turpin, Droit constitutionnel, 2e éd., PUF, 2007, p. 429.
（25）　J.─J. Clère, Les travaux de la commission de Constitution, La Constitution du 
4  novembre 1848 ; l’ambition d’une République démocratique, Acte de Colloque de 
Dijon, 10─11 déc. 1998, Le Centre d’Etude et de recherche politiques et l’AFDC, 
Dijon, 2000, p. 108.
（26）　「大臣が議会との間に有する関係は如何なるものか？この本質的に重要な問題
に 関 し て、1848年 憲 法 は 説 明 し な い。 同 憲 法 は 議 院 内 閣 制 gouvernement 
parlementaire に関するある程度の準則を確かに含む。例えば、議会が大臣を議会
の中から選出する可能性、大臣の議会への出席及び発言権である。これとは逆に、
同憲法に含まれている一定の要素は、議院内閣制の可能性を排除するもののように
思われる。」J. Laferrière, op. cit., p. 208.
（27）　「共和国大統領によって任免される大臣は、有責である。誰に対して有責であ
る か は、 憲 法 の 語 る と こ ろ で は な い。」Ch. Bidégaray et Cl. Emeri, La 
responsabilité politique, Dalloz, 1998, p. 36. 
（28）　「憲法の法文を読んでみると、制憲準備作業、或いは憲法の起草に貢献した
種々の言説、或いはかかる体制を機能させていた諸言説、これらにおける躊躇いを
理解できる。それ故、我々は憲法の中に矛盾しか読み取ることが出来ない。」M. 
Troper, La séparation des pouvoirs et l’histoire constitutionnelle française, thèse, 
LGDJ, 1973, p. 93.
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公法学説史を繙けば、少数ではあるが、有力な論者が、1848年憲法体制に
おいて政治責任原理を同定している。代表例がオーリウとバスティドであ
る。前者は「大臣たちは議会に対して、そして同時に共和国大統領に対し
て、『政治的に』責任を負う
（30）
。」と述べており、後者は「議会が執行権の日
常の行為に対して統制を及ぼすことが出来たのは、分けても、有責な閣僚
評議会という制度に拠るところが大きい、、、
（31）
」と指摘している。彼らの行
論は、第二共和制が弾劾的責任観を越えた段階に移行しているという見方
を基本としており、同様の見方はより直截な形で、「大臣は共和国大統領
によって任免される（第68条）、しかし、議会に対して責任を負う（第64
条）。これは議院内閣制と大統領制を交配させたものであり、遥か後に第
五共和制が実践することになるものである
（32）
。」と語る両ジッケルによって
継承されている。従ってこれらの有力説に従えば、フランス議院内閣制は
19世紀中葉の時点で既に「離陸していた
（33）
」ということになる。通説─有力
説の以上のような布置に鑑みると、憲法の一般的な規定と制憲過程におけ
る議論の低調・混乱に引き摺られる形で、公法学説の検討から決定的な示
唆を得ることも難しいと言えるであろう。視野を第四共和制下の執行権責
任制度全体に広げる形で、今一度同時代の制度及びその動態に定位した検
（29）　「1848年の制憲者たちにとって、ハイブリッドな体制を打ち立てることが課題
であった。すなわち、大統領制的な要素が強いけれども、議院内閣制と交配させら
れている体制である。この視点からすれば、執行権が自由に行使できる解散権が不
在である点で、大臣責任の追及に関する控えめな結論が導き出されるであろうこと
が当然に予期される。第68条の曖昧な構成によって、大臣責任の性質に謎が漂うこ
ととなっている。」Ph. Ségur, La responsabilité politique, 1re éd., PUF, coll. Que─sais 
je ?, no 3294, 1998, p. 32.
（30）　M. Hauriou, Précis de droit constitutionnel, 2e éd., Sirey, 1929, p. 319.
（31）　P. Bastid, Doctrines et institutions politiques de la Seconde République, op. cit., 
t. II, p. 107.
（32）　J. Gicquel et J.─E. Gicquel, Droit constitutionnel et institutions politiques, 32e 
éd., LGDJ─Lextenso éd, 2018, p. 515.「交配」論に関しては、Ph. Ségur, op. cit., p. 32. 
（33）　してみれば、復古王政と七月王政を以て「滑走期」と見做し、第三共和制を以
て「慣熟期」と見做すことになるであろう。
562　　早法 94 巻 4 号（2019）
討が必要となる。
　1848年憲法は、その第91条以下の「第 8 章　司法権について」におい
て、共和国大統領と大臣の刑事責任について明文で規定している
（34）
。そもそ
も、1848年憲法自身が明文で、その性質を明らかにした上で規定している
執行権責任は、刑事責任であることが確認されなければならない。本条項
で規定された刑事責任は、人的次元において共和国大統領と大臣を区分し
ている
（35）
。この人的二元論に対応して、当該責任の裁判管轄についても、共
和国大統領を高等院の排他的管轄に、大臣を高等院と通常司法の競合的管
轄に服させる二分法を採用している。更に見れば、共和国大統領の刑事責
任に関しては、その訴追は国民議会の権限に属し、裁判は高等院 Haute 
Cour de Justice と呼ばれる特別の裁判機関の権限に属している。共和国
大統領の訴追と裁判の管轄に関しては、これ以外の方途を憲法は認めてい
ない
（36）
。高等院は、共和国大統領あるいは大臣の刑事責任に関する特別裁判
機関であり、高等院は破毀院の中から指名される 5 名の判事と、県会 les 
conseils généraux des départements の中から選ばれた36名の陪審員によ
って構成される
（37）
。但し、大臣の刑事責任に関しては、国民議会が高等院に
（34）　1848年憲法第91条第 1 項；「高等院は、国民議会による共和国大統領または大
臣に対する訴追を裁判する。高等院の判決に対しては控訴も破毀申し立ても認めら
れない。、、、」
（35）　もっとも、1848年憲法第91条は、その第 2 項において「高等院は、また、国民
議会から付託された国家の内部的なまたは外部的安全に対する重罪、侵犯行為また
は陰謀に関わる全ての被告人を裁判する」と規定しており、その事項的管轄の特殊
性に対して、人的管轄の特殊性（国家権力の行使に関わる公務員、あるいは立法権
による統制に係る執行権の受託者）は採られていない。
（36）　1848年憲法第100条；「共和国大統領は、高等院によらない限り裁判され得な
い。─共和国大統領は、第68条によって規定された場合を除いて、法律によって
定められた重罪及び軽罪を理由として国民議会による起訴を受ける以外は、訴追さ
れ得ない。」
（37）　1848年憲法第92条；「高等院は、 5 名の判事と36名の陪審員によって構成され
る。─毎年11月の前半の 2 週間の間に、破毀院は、その構成員の中から、秘密投票
による絶対多数で、高等院の 5 名の判事と 2 名の補充判事を任命する。裁判長は 5
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対して訴追するか否かは任意であり、管轄権が高等院に属するか、一般法
上の裁判所に属するかは、犯された罪 infraction による
（38）
。従って、大臣責
任に関してのみ、裁判管轄の競合が問題となり得る。憲法第69条末尾で
は、「その他の場合の責任については、また、その訴追の方式と条件とに
ついては、法律でこれを定める。」と規定している。執行権の刑事責任に
ついて、1848年憲法が規定する制度的基盤は以上が全てであり、執行権の
刑事責任に関する、立法委任の憲法的伝統は、ここでも維持されている
（39）
。
それ故、弾劾制に関する法整備が要請される訳だが、しかし、体制存続期
間の短さもあり、第二共和制下では、唯一の法案しか提出されなかった。
1848年11月のクレミューCrémieux 提出法案である
（40）
。同法案は委員会審議
の段階で中絶したのであるが、その審議過程は体制における執行権責任原
理の理解にとって有益な検討対象である。同法案は、二類型の罪刑法定、
すなわち、叛逆罪と涜職罪を法定し、これらの罪を体刑・名誉刑によって
サンクションすることを骨格とする
（41）
。また、禁固 emprisonnement に処さ
れ得べき軽罪 délits について、大臣はその職務停止を俟って初めて訴追さ
名の判事の中から選ばれる。─検事の任務を遂行する司法官は、共和国大統領によ
って指名される。共和国大統領または大臣の裁判の場合は国民議会によって指名さ
れる。─36名の陪審員および 4 名の補充陪審員は、県会議員の中から選ばれる。─
人民の代表者は、高等院の構成員となることは出来ない。」
（38）　1848年憲法第98条；「大臣の責任が問題となる全ての場合に関して、国民議会
は時宜に応じて、当該の大臣を高等院に送致することも、損害賠償のために通常裁
判所に送致することも出来る。」（自訳）。
（39）　憲法をはじめとする公権力の組織に関する諸法律が、大臣弾劾制度の詳細な組
織化を後法に先送りするという傾向は、大革命初期以来、しばしば観測されてい
る。この点につき、拙稿「憲法制定国民議会或いはフランス大臣責任制の原像」南
山法学第41巻第 2 号（2018年）89～91頁、「七月王政期における憲政と大臣責任制
の諸相」南山法学第42巻第 1 号（2018年）15～30頁。
（40）　クレミュー議員提出法案及び委員会修正案について、Ass. nat., Le Moniteur 
universel, 3  déc. 1848, no 388, séance du 29 nov. 1848, pp. 3447─3451.
（41）　法案第 2 条；「起訴事由は以下のものである。第一。叛逆罪及び涜職罪。第二。
一般法によって体刑及び名誉刑に処される全ての重罪。共和国大統領に関しては、
一般法上の軽罪。」Ibid.
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れ得るとする
（42）
。また、共和国大統領固有の犯罪類型としての「国家反逆罪
Haute Trahison」、そして大臣責任の類型としての反逆罪と涜職罪につい
て、同法案は、第26条において「国民議会の起訴決議は、その決議の対
象となっている共和国大統領に対してであれ、大臣に対してであれ、国民
議会議長によって送達される。─被告は、直ちにその職務を停止する。─
終局的判決が下されるまで、副大統領は共和国大統領の職務を代行する
（43）
。」
と規定している。つまり、一時的にせよ、大臣に対して、そして共和国大
統領に対して、退場を命じる権限が国民議会に与えられている。したがっ
て、法案は、弾劾的責任観に基づく政治「的」責任が現象し得るだけの実
質を有していたのであり、同法案が規定する大臣弾劾制は、執行権の政治
責任原理を裏口から導入し、国民議会に対して「事実上の」大臣及び共和
国大統領罷免権を与えるという、大革命初期以来の基本的構造と接合して
いる
（44）
。加えて、クレミュー提出法案に対する委員会審議の結果として、委
員会が同法案に対して為した修正提案も示唆的である。先ず、委員会は、
大臣責任が通常裁判所に訴追されるケース、すなわち、純然たる刑事責任
の追及に係るケースにおいても、国民議会による事前の承認を条件とする
よう提案しており、弾劾的責任観を強調している
（45）
。つまり、委員会におい
ても、執行権責任の把握の仕方として刑事責任原理に基づくアプローチが
想定されていたと傍証されるのである。しかも、委員会は、クレミュー提
（42）　法案第 3 条；「加えて大臣は、禁錮に処せられる軽罪について訴追され得る。
しかし、訴追は大臣が職務を停止した後でしか為され得ない。訴追は陪審に対して
為される。」Ibid.
（43）　Ibid., p. 3450.
（44）　この点につき、前掲拙稿と併せ、特に、拙稿「大革命初期における大臣責任制
の一断面─弾劾的責任観に基づく動態を中心として─」南山法学第41巻第 3 ・第 4
合併号（法学部開設40周年記念号、2018年）155～178頁。
（45）　委員会による修正第 3 条；「加えて大臣は、一般法上の軽罪について通常裁判
所に訴追され得る。但し、かかる訴追は国民議会の事前の承認を条件として、大臣
の職務の停止後に限って為され得る。」Ass. nat., Le Moniteur universel, 3 déc. 
1848, no 388, séance du 29 nov. 1848, p. 3450.
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出法案第 1 条「共和国大統領と大臣は、国民議会の決定によって高等院に
訴追され得る。」に対して「憲法第68条、第91条の規定に従って」を冒頭
に付した修正案を提示した
（46）
。この修正案は、委員会が1848年憲法第68条と
第91条がワン・セットのものであると理解していたこと、すなわち、第68
条の一般的責任規定は、後出第91条における刑事責任規定を先触れする規
定であると理解していたことを証拠立てる。当代の政治アクターが、憲法
上の執行権責任原理を刑事的次元において理解していた消息を傍証してい
る。以上の立法動向は、第二共和制が政治責任原理に基づく議院内閣制を
新たに指向していたというよりも寧ろ、刑事責任原理に基づく旧来の弾劾
責任観に留まることを指向した体制であったことを示唆している
（47）
。
　1848年憲法第68条に顕れた執行権責任原理及び第二共和制における執行
権責任の性格については、以上、制憲過程、学説、立法動向の分析を綜合
すれば、68条の規定それ自体については、後続第 8 章の規定する刑事責任
原理について先触れするものに他ならず、1848年憲法における執行権責任
の精神は弾劾的責任観を基礎に置くと読むのが妥当である、と結論付けら
れる。第二共和制下、ルドリュ＝ロラン Ledru─Rollin が行った二つの訴
追提案は、同体制における弾劾制の顕著な発露である。一度目の訴追提案
は1849年 1 月27日に、時のオディロン・バロ内閣に対して、政治的結社の
禁止に関する法案の提出を以て政府が緊急事態宣言を要請したことを理由
として為されたものである。この訴追提案は、憲法第68条と第91条の両方
を援用して、内閣による憲法への攻撃を理由として行われている
（48）
。但し、
この時のオディロン・バロ内閣訴追提案は、1849年 2 月 3 日の委員会審議
によって為された否決勧奨に基づいて、国民議会において多数で否決され
（46）　Ibid., p. 3449.
（47）　N. Havas, La responsabilité ministérielle en France, Contribution à nne 
approche historique des responsabilites politique et pénale des ministres de la 
Révolution de 1789 à la V e République, Dalloz, 2012, pp. 369─371.
（48）　CD, Le Moniteur universel, 28 janv. 1849, no 28, séance du 27 janv. 1849, pp. 
293─294.
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た
（49）
。二度目の訴追提案は、1849年 6 月11日に行われたもので
（50）
、今度は共和
国大統領と内閣全体を訴追するよう主張するものであったが、国民議会に
おいて圧倒的多数（377対 8 ）で否決された
（51）
。
　先行する諸政体と同様に、1848年憲法が大臣の刑事責任を規律するため
に要請した法律は、一つも成立せず、弾劾制の運用も低調であった。
二　大臣責任疎外の制度的・情況的諸要素
　ここでは、第二共和制下の大臣責任機能不全の制度的な、また、制度に
のみ還元され得ない情況的な諸要素について検討を加える。国家元首有責
原理が憲法原理として規定されているという最も基底的・制度的次元での
問題に加え、議会の頭越しに大衆の喝采から権力の正統性を調達する強烈
なパーソナリティが国家元首の座に就いていたという情況的要素を併せて
鑑みれば、第二共和制における政治的環境は、大臣責任制とは極めて折り
合いの悪いものであった。執行権の主任者に実権と責任が集中している場
合、相対的に下流の機関として位置づけられる大臣衆の実権と責任は、そ
の分存在意義を減殺されるからである。実際、共和国大統領が大臣の選定
罷免権を有していたのに対し、大臣衆たる内閣は、共和国大統領により決
定される政策を執り行う官吏に過ぎず、自律的な決定及び責任の主体では
なかった。他方、共和国大統領との間柄が円滑である限り、内閣は議会に
対して強い立場に置かれるのであり、この場合は、議院内閣制のメルクマ
ールとしての内閣の対議会責任は現象し難い。従って、大臣の政治的・連
帯的な責任としての政府責任は、第二共和制下においては、国家元首との
（49）　CD, Le Moniteur universel, 4  févr. 1849, no 35, séance du 3  févr. 1849, pp. 
373─378.
（50）　CD, Le Moniteur universel, 12 juin 1849, no 163, séance du 11 juin 1849, pp. 
2044─2049.
（51）　CD, Le Moniteur universel, 13 juin 1849, no 164, séance du 12 juin 1849, pp. 
2053─2057.
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関係においても議会との関係においても成立・現象し難い状況におかれて
いた。以下、大臣衆たる内閣の置かれた位置づけを、先ず国家元首との関
係において、次いで議会との関係において、検討してゆくこととしよう。
　復古王政、七月王政期と同様に、大臣衆は国家元首から自律的な存在で
はなく、それ故、大臣衆を共和国大統領と結びつけている紐帯は責任を核
とした自律的主体間に取り結ばれる関係ではない。かような第二共和制下
の内閣は、バスティドによって「官吏政府 gouvernement des commis
（52）
」
と呼称されてきたように、国家元首に対する従属によって性格付けられて
きた。実際、1848年憲法というキャンバスに描かれた共和国大統領像は名
実ともに執行権のチャンピオンであり
（53）
、ルイ＝ナポレオンというカリスマ
的人格がそれを担ったという現実を度外視したとしても、制度上、単なる
象徴的機関ではない。統治機構全体の中で見たとき、一院制で強大な立法
権を付与された議会との関係性においてはその優越性が微妙であるもの
の
（54）（55）
、執行権行使に与る独任制機関として、大臣に対しては明らかに優越的
である。同憲法の「第 5 章　執行権について」を通観してみれば看取され
るように、共和国大統領の地位・権限・義務等に関して、25を超える条項
（52）　P. Bastid, Docrtines et institutions politiques de la Seconde République, op. cit., 
t. II, p. 229.
（53）　例えば、共和国大統領は統帥権を有し（憲法第50条）、国防及び宣戦の権を有
し（第54条）、外交関係を掌理し（第53条、第60条）、恩赦権を有し（第55条）、三
か月を超えない範囲での、執行権の行使に係る民選の公務員の職務停止権（第65
条）などを有する。
（54）　例えば、如上の執行権行使に当たって、「国民議会の同意」（第53条、第54条）
や「コンセイユ・デタの意見」（第55条、第65条）が要求されており、共和国大統
領による領土割譲と国民議会解散の禁止（第51条）、国民議会の指示に基づく居所
と移動の制限（第63条）が規定されているなど、1848年憲法は共和国大統領に対す
る立憲的統制を仔細に装置している。
（55）　因みに、立法作用に関しても共和国大統領は、その大臣を介した法律発案権を
享受している（第49条）。但し、共和国大統領の法律公布権は、彼が公布を拒絶し
た場合に国民議会議長が代行する点が規定されている点において、単なる形式的権
限に過ぎないと見るべきである（第56～59条）。
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が規定しているのに対し、大臣に関する規定は第66条と第69条のみであ
る
（56）
。従って、1848年憲法における執行権規定は、飽くまでも共和国大統領
を以て執行権の主任者と位置付け、その強大な権限を是認するとともに、
議会及びコンセイユ・デタとの関係において立憲的統制を装置している。
大臣に関しては殆ど関心の対象となっていない
（57）
。大臣の死命を制するの
は、憲法第64条第 1 項「共和国大統領は、大臣を任免する」に拠って、大
臣の選定罷免権を有する共和国大統領である。定員と権限の決定権を国民
議会に握られているとは言え、共和国大統領は大臣衆の日常における主人
となる。但し、1848年憲法第 5 章は、共和国大統領─大臣衆─国民議会の
トリアーデに関して、状況的要因の影響を受けないほどの高い規律密度を
有する訳ではない。実際、権力のかようなトリアーデは、担当者のパーソ
ナリティによって極めて大きく規定されていた。とりわけ執行権内部の関
係は、大臣衆に一定の自律性が存在した初期段階から、かかる自律性が大
統領の個人的権力に回収されて大きく縮減される段階へと移行してゆく。
中木康夫が指摘するように、第二共和制は、アメリカ型の大統領制に近い
統治機構を規定し、強力（pouvoirs forts）政治を指向していたと見てよい
（58）
。
　第二共和制劈頭、閣僚評議会議長オディロン・バロは、その職務の遂行
に当たって、全く七月王政的発想に立っていた。つまり、内閣は国家元首
と議会を媒介する機関であり、その責任は国家元首と議会の二方向へのベ
クトルを持つと考えていた
（59）
。バロは自身の考える、あるべき内閣像を次の
（56）　第66条；「大臣の人数およびその権限は、立法権によって定められる。」第69
条；「大臣は、国民議会に出席する。大臣は、要求する場合は常にその意見を述べ、
大統領令によって任命された政府委員によって補佐される。」
（57）　但し、第66条に明らかなように、彼らが立法府に対して従属性を示すという原
則を憲法が規定していると読むことは可能であろう。もっとも、後述するように、
大臣と共和国大統領との紐帯は、議会との間におけるそれよりも遥かに強力である。
（58）　中木康夫『フランス政治史（上）』（未來社、1975年）115頁。
（59）　「憲法は、大臣たちを評議会の中に置いた訳であるが、閣僚評議会無くしては
大統領は何ら意味ある統治の行為を為すことは出来ない。閣僚評議会は国家の二大
権力の合意と均衡を保障する重要な、本当のことを言えば、唯一の保障なのであ
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ように敷衍している。「第一の条件は、大臣たちが内閣 Cabinet を形成す
ることである。内閣とは、固有の生を有する集合的存在であり、その責任
は大統領の責任から独立したものである。、、、第二の条件は、内閣の構成
員が全く同時に、共和国大統領から、そして議会多数派からの信任を得て
いるということである。かかる信任は個人的同情心から生じるものではな
い。尊重されるべき力、という感情を惹起するものである
（60）
。」彼は、閣議
を大臣衆のみから構成される空間とし、衆議一致の段になって共和国大統
領の署名を求めるという方法を採ることによって内閣の自律を達成しよう
と試みた。さもなくば、閣僚評議会が国家元首か国民議会のどちらかに従
属する結果となってしまう。尤も、この方法は憲法が明文で禁止していな
いだけであって、憲法の規定する国家元首中心主義からすればやや異質で
ある。「この様な習慣は内閣更迭の一因となったはずである。大統領は、
大臣たちが自分を後見しようとしており、自分の力を削ごうとしている、
という印象を持ったのである
（61）
。」とバスティドは指摘している。果たして、
バロによるかような政治運営はルイ＝ナポレオンのカエサリスムにとって
目障りとなった。
　第二共和制における政治生活の第二の段階は、ローマ派兵を自身の個人
的権力確立の好機到来と見るルイ＝ナポレオンが、1849年10月31日の「事
件
（62）
」を引き起こしたことによって到来する。この「10月31日教書事件」
る。つまり、内閣は憲法の精神ともいうべきものであるが、そうであるがゆえに内
閣は真正の仲介的権力を構成するのであり、自身以外の二大権力が相互に反目し、
相互に浸漬しあうのを防ぐ役目に任じているのである。それ故、内閣は、共和国大
統領をして議会に応答させ、議会をして共和国大統領に応答させる、真正の制度な
のである。」O. Barrot, op. cit., vol.III, p. 486.
（60）　Ibid.
（61）　P. Bastid, Doctrines et institutions politiques de la Seconde République, op. cit., 
t. II, pp. 163─164.
（62）　この事件に関しては、M. Deslandres, Histoire constitutionnelle de la France, 
t. II, pp. 428─429. ; P. Bastid, Doctrines et institutions politiques de la Seconde 
République, op. cit., t. II, pp. 226─228.
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は、後の第二帝政において全面開花する、ルイ＝ナポレオン特有の権力の
個人化・人格化の原理をとりわけ明確に先触れするものとして重要であ
る
（63）
。ローマに派遣された軍部隊の兵站のために必要な予算が焦点となって
いた議会審議において、第二次オディロン・バロ内閣は、要求予算満額を
賛成多数で得ることが出来た。これは議会審議の沸騰にも拘らず、執行府
が辛くも得ることのできた貴重な勝利だったが、ルイ＝ナポレオンは不興
であった。オディロン・バロ内閣は国民議会多数派の支持にも拘らず、
「選定罷免権者」ルイ＝ナポレオンが10月31日に議会に宛てた教書によっ
て更迭された
（64）
。従って、1849年10月31日教書という「事件」の意義は、自
（63）　例えば、我が国におけるボナパルティスム研究の一つの水準を為すと見てよい
前掲・西川『フランスの近代とボナパルティズム』は1849年10月31日教書事件を取
り上げておらず、ナポレオン 3 世におけるカエサリズム的統治形態の重要な一翼を
担う「執行権＝国家元首にのみ従属する手段的存在としての大臣」についても、同
書第 4 章「ボナパルティズムの原理と形態」において、ごく僅かに触れられている
に過ぎない。かかる西川の行論は、第一に、時期に関して第二共和制下におけるボ
ナパルティスムの準備段階よりも第二帝政下において全面開花したボナパルティス
ムに多くが割かれているという特徴があり、第二に、執行権の位置づけに関して、
その最上層部に位置する大臣衆に関する行論よりも、むしろ知事、内務官僚制度、
軍隊、警察機構と云った実力装置に重点が置かれているという特徴がある。参照、
西川・前掲書31～180頁。なお、第二帝政下における皇帝への権力集中とそれに奉
仕する統治機構に関しては、同書149～150頁。
（64）　「我々が置かれている深刻な状況において国家権力の種々の主体の間に行き渡
るべき合意は、これら権力主体各位が相互に信頼しあい、互いの意図を率直に伝え
合う仲にならないのであれば、維持し得ない。かような率直さを示すべく、私は議
会に対して伝えたい。私が内閣を変更する旨決断した理由を。私が、その卓越した
働きを高らかに叫びたいと欲し、友情と感謝を伝えたいと望んでいる、そのような
人々と距離を置くことを決断した理由を。─強力なアナーキーによって脅かされて
いる共和国をより盤石なものとするためには、これまでにないほど秩序を実効的な
ものとして保証するためには、対外的な関係においてフランスの名をその名高さに
おいて維持するためには、一体的かつ強固な嚮導の必要性、強固に構成された政治
の必要性 la nécessité d’une direction unique et ferme, et d’une politique nettement 
formulée に同意する、自己犠牲的な愛国主義に突き動かされた人々が必要である。
如何なる優柔不断にも拠ることのない権力に同意する人物、私の言葉を念頭に置く
人物が必要である。─私がいくつもの自己犠牲を身を以て示して、もうすぐ一年と
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ずから明らかである。大統領ナポレオンは自分自身の政策を押し通すこと
を望み、自分自身の政策に対する議会の支持を要求していたのである。彼
は10月31日の教書において自身が直接普通選挙で選ばれたことを強調しつ
つ、「全ての政策は、ナポレオンの名においてのみ存するものである
（65）
。」と
強調している。個人的政策を行うための個人的権力を要求する宣言であ
る。議院内閣制の端的な否定である。
　第二共和制が大臣責任制を曲がりなりにも運用することで議院内閣制を
指向するのか、それとも直接公選と有責原則を結合させた国家元首による
大統領制を指向するのか、という体制の分岐点は1849年10月31日に訪れ、
体制は後者へと方向を決した。10月31日事件は、単なる内閣の更迭劇では
なく、体制の変更を伝えるものだったのである
（66）
。「権力の人格化としての
大統領制」と「責任内閣制・大臣責任制の否定としての大統領制」という
同事件の含意を、何よりも雄弁に写実するのは、当事者であるオディロ
なる。それ故、諸君が、私の真の意図を誤解することはないと信じよう。如何なる
個人的な怨恨も、如何なる党派に対する怨恨もなく、私は、極めて多様な意見を持
った人々を以て仕事にあたらせてきた。しかし、かような人選をするにあたって私
が期待していたような幸運な結果は、得ることが出来なかった。私が為したこと
は、様々な意見の融和ではなく、ただ単に力を弱めることでしかなかった。物の見
方と考え方の統一性は挫かれ、妥協の精神は薄弱さと取り違えられた。街頭での危
険が去るやいなや、かつての諸党派は再び旗幟を鮮明とさせ、再び敵愾心をむき出
しにして、人々に不安感をばらまくことで国家を混乱に陥れる。かような混乱のた
だなかで嚮導が存在しないがゆえに怯えているフランスは、12月10日の被選出者の
掌と、意思を求めている。さて、12月10日の被選出者の意思、それは、大統領と諸
大臣の間に発想、見方、確信に関する全面的な共同性が存在するときにしか、そし
て、議会が国民の思惟に─この国民の思惟は共和国大統領の選挙によって示されて
いる訳だが─寄り添うときにしか、熱のこもったものとはなり得ない。政治機構全
体が、12月10日に大成功を収めた、、、何故なら全ての政策は、ナポレオンの名にお
いてのみ存在するからである。、、、これが私の選出によって生み出された政治であ
り、私が議会と人民の支持を以て大成功させたいと望んでいるものである、、、」
Ass. nat., Le Moniteur universel, 1re nov. 1849, no 305, séance du 31 oct. 1849, p. 
3464. 
（65）　Ibid.
（66）　M. Deslandres, op. cit., t. II, p. 429.
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ン・バロの筆致である。『回想録』は、先ず、前者の含意に関して、「ナポ
レオンの後継者が、一糸まとわぬ自らの姿をありありと見せつけたもので
あった。この教書において彼は、今後自らは確たる仲介者を持たずに権力
を行使してゆくのだ、という旨、議会に伝えたのである
（67）
。」と述べ、この
国家元首は「かようにして、共和政体の中に純然たる個人的政策を
（68）
」導入
したと結論付けている。次いで、後者の含意に関しては、新内閣の構成に
よって確認される
（69）
。「、、、大臣たちは如何なる党派も代表していなかった。
実をいうと、彼らは議会において何者も代表していなかった。そして、彼
らが政治的に完全に無色透明であったことこそ、ルイ＝ナポレオンが彼ら
を大臣に指名した最大の理由だったのである
（70）
。」「この様な大臣たちの取り
合わせでは、最早閣僚評議会議長は存在しない。これは自明のことであ
る。何故なら、ルイ＝ナポレオンが決然と語った思惟は、内閣を持つとい
うことではなく、大臣衆 ministres を持つ、という発想だったからであ
る
（71）
。」つまり、第二共和制・第二帝政を通じて、一個の責任主体としての
内閣なる集団は存立しないこととなった。バスティドの指摘する「官吏内
閣」は、かようにして成立した。オディロン・バロ内閣の後を襲った内閣
に関して、バスティドは次のように強調している。「これらの人々の大部
分は新顔であるが、彼らは前任者たちが有していたような権限を保持する
ところとは程遠い状況に置かれた。議会は、彼ら大臣衆において、大統領
の意思を執行する吏員の姿しか見出すことが出来なかった
（72）
。」したがって、
大臣たちは、共和国大統領との階層的関係における下位に置かれているこ
ととなる。共和国大統領は、ただ自らの意思にのみしたがって、大臣たち
（67）　O. Barrot, op. cit., vol. III, p. 478.
（68）　Ibid.
（69）　こ の 新 た な 内 閣 の 構 成 に 関 し て は、P. Bastid, Doctrines et institutions 
politiques de la Seconde République, op. cit., t. II, p. 230.
（70）　O. Barrot, op. cit., vol. III, p. 483.
（71）　Ibid., p. 484.
（72）　P. Bastid, Doctrines et institutions politiques de la Seconde République, op. cit., 
t. II, p. 230.
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をその座に留めおくか暇を出すかを決めるのである。
　内閣の国家元首に対する従属性に加えて、第二共和制における大臣責任
制成立を妨げる一大要因が、議会が内閣に対して政治的統制を欠いていた
政治情勢にあった。制度的には、国民議会の対大臣・対内閣統制機制は一
定の強度を有している。少なくとも1848年憲法は、大臣衆が国民議会に対
して優越する制度設計を持たない。そもそも大臣の定数と権限とが国民議
会の掌理すると規定している以上、1848年憲法が国民議会に対して提供す
る内閣統制機能が小さいとは言えない。加えて、国民議会は、1849年 7 月
6 日国民議会規則に規定された大臣質問権に訴えることで不信任を表明
出来た
（73）
。
　ところが、国民議会は、制度上は行使可能であるはずの政府統制機能を
実効化出来なかった。大臣衆に対する基本的優位性が憲法から読み取れる
にも関わらず、また、大臣質問が制度化されていたにも関わらず、国民議
会による倒閣は第二共和制下では一度も生じなかったのである。大臣衆が
議会に対しても国家元首に対しても「憲法上は」劣位に置かれる第二共和
制の構造は、それ自体としてはオルレアン的二元主義を現象させ得る余地
を残していたが、実際の政治動態は、一方的な支配─従属関係として顕現
する、国家元首との大臣衆との紐帯によって、極めて跛行的に展開した。
1849年 1 月、クラブの禁止に関する政府提出法案を巡って
（74）
、同法案の規定
に批判的な議会多数派によって、政府が要請する緊急事態宣言を却下さ
れ、政府は議会少数派に転落する。そこで、二元的議院内閣制を信奉して
いるはずのオディロン・バロを筆頭とする大臣衆が頼ったのが、強力な民
主的正統性を享受している国家元首の庇護である。バロ自身、この不本意
な選択を苦々しく述懐している
（75）
。結局、議会に宛てて、内閣は次の様に宣
（73）　1849年 7 月 6 日に採択された立法議会院内規則第 7 章第79条～第82条。R. 
Bonnard, Les règlements des assemblées légisaltives de la France depuis 1789, 
Sirey, 1926, pp. 306─307.
（74）　この出来事に関しては、M. Deslandres, op. cit., t. II, pp. 400─401.
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言した。「本日、エリゼ宮で閣議が開かれた。昨日の出来事に関する報告
を、大臣から共和国大統領に為したところ、大統領は、方針を変えるべき
理由は何も見つからないし、内閣は大統領の確固として粘り強い支持を当
てにして結構、と宣言した
（76）
。」自らの選定罷免権が強力な民主的正統性を
備えた独任制機関であるとき、大臣衆は自身の政治的信念を脇に置いて、
かかる権力に形振り構わず依存する。内閣の対議会政治責任は機能せず、
国家元首は執行権のみならず、国家統治機構のチャンピオンとして振る舞
う。執行権の内部関係が、国家元首の個人的権威によって上から一元的に
整序されている限りにおいて、国民議会は政治過程における攻撃手段を殆
ど取り上げられてしまう。国民議会に唯一残された切り札をバロは見切っ
ていた。「したがって、議会から執行権に対して申し込まれた決闘は、受
け取られた訳である。そして、この紛争において、議会は最早最後の手段
に訴えることしかできなかった。すなわち、訴追に踏み切るということで
ある。しかし、議会は敢えてそうしなかった。議会は執行権に対して膝を
屈したのである
（77）
。」オルレアスム信奉者としての自己の信念と、閣僚評議
会議長としての立場との相剋の中で、バロは一つの公理に到達した。「自
由への愛から共和主義者になった者たちは、新たな憲法がどのように機能
するかという事柄について注意深く見守っていた。それ故彼らは、私が共
和制の最初の数日間において彼らに伝えた事柄の真実性を理解することが
出来たのである。すなわち、議会の影響力は、選挙で選ばれた有責の国家
元首が居る処では、世襲且つ無答責の国家元首が居る処よりも、その優越
性を低からしめることとなる、ということである
（78）
。」1849年 1 月の出来事
（75）　「この重大問題に関して院内多数派に見捨てられてしまって、我々はこの事柄
に関して共和国大統領に頼らざるを得なかった。直ちに閣議が招集され、内閣を替
えるべきか、それともそれまで取ってきた政策を変えるべきか、つまり、取組んで
きた二つの重大な措置を取り消すのか、これらについて議論が戦わされた、、、」O. 
Barrot, op. cit., vol. III, p. 83.
（76）　O. Barrot, op. cit., vol. III, pp. 83─84.
（77）　O. Barrot, op. cit., vol. III, p. 84.
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は、フランスの憲法的思潮において時代を画するものであった。オディロ
ン・バロという、19世紀中葉の最も重要な政治的アクターの一人によっ
て、政治的地平における「責任的契機」と「権力的契機」の連関と云う問
題野が明瞭な形で認識されるに至ったからである。かような問題意識は、
それ以前のフランス政治生活においては存在を確認されない。無答責性こ
そが権力の強大さを担保し、責任原理なるものは統制的契機としか連関せ
ず、権力を弱めるもの以外の何物でもない、という発想こそが、第二共和
制以前における支配的な発想だったからである。第二帝政崩壊後、1870年
以降のフランス近代政治は、共和制を既定路線としつつ、権力における
「民主的正統性」に対するある種の不信感を抱き続けたが、如上のバロの
呻吟は、その始原として位置づけられよう。
　1851年 1 月19日の内閣総辞職は第二共和制の下での国民議会による唯一
の倒閣事例だが、これは大臣衆の連帯的責任の現象例に必ずしも数えいれ
られ得るものではない。この倒閣の端緒となったのは大統領ルイ＝ナポレ
オンによる、陸相・パリ軍事総督シャンガルニエ将軍解任劇であったが、
この解任劇は徹頭徹尾、内閣の意向に反したものだった
（79）
。命令不服従とク
ーデタ計画の廉でシャンガルニエ将軍の更迭を求める大統領に対して、内
閣は拒否したが、大統領は構わず将軍を解任し、新内閣を指名する挙に出
た。新内閣に対して 1 月10日にレミュザ議員が大臣質問を行い、同質問を
検討するための委員会が組織された。 1 月14日の会議において、委員会報
告者ランジュイネは、内閣に対する不信任決議については相当、共和国大
統領個人に対する直接の追及については不相当、と説明した
（80）
。危機の端緒
（78）　Ibid.
（79）　1851年 1 月の危機に関しては、A. Esmein, op. cit., pp. 230─233 ; P. Bastid, 
Doctrines et institutions politiques de la Seconde République, op. cit., t. II, pp. 278─
287 ; M. Deslandres, op. cit., t. II, pp. 436─440.
（80）　「、、、我々の意見としては、大臣責任以上の、より高次の責任について問うべ
き理由は存在しないものと思われる。1849年10月31日の教書において、共和国大統
領が自身のために、大臣の一般的行為に対する責任を要求していたことは事実であ
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を遡れば、情況に対して責任を負うのは大統領のはずであるから、委員会
の立場は明らかに筋が通らない。議員たちの中には大統領の責任を追及す
るよう要求する者もいたが
（81）
、圧倒的多数の議員が支持したのは、内閣に対
する不信任決議の採択であった
（82）
。翌日には、大臣全員が共和国大統領に辞
職を申し出て、受理された
（83）
。実力装置を携えた唯一の好敵手シャンガルニ
る。しかし、10月31日以前であれ以後であれ、憲法も、事物の本性も、そして政治
慣行も、大臣責任と共和国大統領責任との区別を常に維持していたし、今後も常に
維持していくことであろう。」Ass. nat., Le Moniteur universel, 15 janv. 1851, no 15, 
séance du 14 janv. 1851, p. 147.
（81）　グーラール Goulard 議員の発言。「共和国大統領は有責である。彼は、憲法の
文言通り、責任を負う。憲法の精神によって、彼は責任を負う。この点に関して、
共和国大統領が引き受けた状況に疑いの余地が存するというのであれば、私は諸君
らに対して、10月31日教書についての記憶を喚起したい。同教書を思い起こせば、
かかる責任が暗々裏に共和国大統領によって受け入れられているというのではな
い、ということを、諸君らは理解するはずである。彼はかかる責任を要求したので
あり、これら諸行為の責めが全面的に自身に帰することを彼は要求したのである。」
Ass. nat., Le Moniteur universel, 16 janv. 1851, no 16, séance du 15 janv. 1851, p. 
154. ; ラマルティーヌの発言。「私にしてみれば、私の憲法理論においては、私がこ
の様な行為によって侵害を受けている以上、説明の責を負うべきは大臣ではない。
私は、この様な侵害行為に対して、それが今しがた執行権まさにそれ自身によって
なされたものとして、説明を求める。」Ass. nat., Le Moniteur universel, 18 janv. 
1851, no 18, séance du 17 janv. 1851, p. 172. ; ティエールの発言。「国家には二つの
権力しか存在しない。執行権と立法権である。もし立法権が屈服することがあれ
ば、国家には最早一つの権力しか存在しない。そして、国家に最早一つの権力しか
存在しないとなれば、統治の形態は変更されたこととなる。統治の名称も形態も変
わる。、、、何時、そうなるのか？それは重要なことではない。しかし、諸君は語り
たがらないようである。議会が屈服してしまっている以上、諸君は今まさに、変更
された統治の形態を受け入れている。統治の形態は変わってしまうだろう。最早今
日、統治の形態は次のように呼ぶことが出来る。帝政である。」Ibid., p. 187.
（82）　提案された全ての議事日程の内、国民議会によって採択されたのは、サント
＝ブーヴ Saint─Beuve によるものであった。同議員は次のような宣言を提案して
いた。「国民議会は、内閣に対する信任を有せず、議事日程を採択す。」Ass. nat., 
Le Moniteur universel, 19 janv. 1851, no 19, séance du 18 janv. 1851, p. 197.
（83）　Ass. nat., Le Moniteur universel, 20 janv. 1851, no 20, séance du 19 janv. 1851, 
no 19.
フランス第二共和制と大臣責任制（三上）　　577
エ将軍を葬り去ることで国民議会を武装解除させ、大統領ナポレオンが皇
帝ナポレオンに成る為の重要な布石となった1851年 1 月危機は、かような
消息を辿った。そこに顕れているのは、国家元首有責原理が権力統制の契
機を失し、専ら権力正統化の契機のみと結びついている情況であり、大臣
及び「内閣」の置かれた地位の極めて弱体的・従属的な情況である。デラ
ンドルが強調しているように、「議会は、憲法が自身に付与した武器を放
棄することによって、将来に向かって武装解除したのである
（84）
。」この事実
は、裏面から見れば、大臣責任制─議院内閣制を、議会の側が放棄したと
いうことを意味している。
　かような情況のそもそもの生成要因は、現実において極めて不対等な執
行府双頭制において、政治制度の次元で二重責任制が採用されたことにあ
る。大臣の議会出席権と発言権が憲法上の権限として規定された、すぐれ
て議院内閣制的な要素は
（85）
、しかし、国家元首無答責原則が否定されたこと
を以て、その意義を殆ど失う。有責且つ比類なき民主的正統性を持つ独任
制執行機関が、他の責任主体を絡め取る力は強力である
（86）
。バロが「立憲君
主制と共和制、この二つの体制は、それぞれ固有の条件というべきものを
有しており、自身の固有の条件を互いに移しあうことはできない。そし
て、これらの諸条件の内でも、とりわけ、最も相互移植不可能なものは何
かといえば、それは、自身の責任の下で統治する内閣である。この様な内
閣は、国家元首が選挙によって選ばれず、有責でもない、そのような条件
の下においてのみ、可能なものなのである。この様な体制は本質的に君主
制であり、かような体制は暴力無くしては共和制に移し替えることは出来
（84）　M. Deslandres, op. cit., t. II, p. 439.
（85）　1848年憲法第69条；「大臣は、国民議会に出席する。大臣は、要求する場合は
常にその意見を述べ、大統領令によって任命された政府委員によって補佐される。」
（86）　共和国大統領の権力は、先ず以て彼が、彼に民主的正統性を付与する直接普
通選挙によって選ばれることによって強化された訳である。1848年憲法第46条第 3
段；「大統領は、秘密投票で、フランスの県およびアルジェリアの全選挙権者の直
接投票により、絶対多数によって選出される。」
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ないであろう。これらの事柄は、事物の本性からそうなるのであり、公の
良識からそうなるのである
（87）
。」と語っているように、第二共和制の統治枠
組みの中では責任内閣制─議院内閣制の運用が限りなく困難であるという
見立てが、当事者によって既に認識されていた。他方で、この時代の通念
は、国家元首無答責の法理が共和政体とは両立し得ないと見ていた。国王
以外の肩書を持つ国家機関が無答責であってもよいという感覚は奇異なも
のであり、政治力学上の何らかの配慮によってかかる制度を拵えるのは、
極めて反・自然なことと考えられていた。況や、独任制の執行機関は是非
とも無答責でなくては不都合だという意識は夢想だにされなかった。例え
ばトクヴィルは「執行府の長が有責であることが、共和制の精髄である
（88）
」
と語り、1848年憲法の起草に関しては、制憲者たちが「執行権の長は、国
王ではないから有責なのである、と宣言していた
（89）
」と回想している。して
みれば、大臣副署制の原則が1848年憲法第67条で「共和国大統領のアクト
は、大臣の任免を除いて、大臣による副署が為されていなければ、効力を
生じない。」として規定されているのは、本来的には平仄が合わない。神
聖不可侵な国王を包む The King can do no wrong の法諺に従い、国王の
行為の結果として生じた望ましからざる帰結への責任を臣下に転移する作
用にこそ、大臣副署制の実体があるはずだからである。それ故にこそ、
1848年憲法が制度的には大臣副署のシステムを備えていたと言っても、そ
れは単に国王の署名の真正性を認証する法的要件でしかないこととなるの
である
（90）
。
（87）　O. Barrot, op. cit., vol. II, p. 367.
（88）　A. de Tocqueville, Souvenirs, préf. Cl. Lefort, texte établi par L. Monnier et 
annoté par J.─P. Mayer et B. M. Wicks─Boisson, Gallimard, 1999, 2e partie, chap. 
XI, p. 240.
（89）　A. de Tocqueville, Oeuvres complètes, op. cit., t. III, vol. III : La pansée 
politique de Tocqueville sous la Seconde République, Gallimard, 1990, t. III, vol. III, 
p. 213.
（90）　J.─M. Blanquer, Les mutations du contreseing, O. Beaud et J.─M. Blanquer 
（dir.）, La responsabilité des gouvernants, Descartes et Cie, 1999, p. 238. 
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結びにかえて
　結局、1849年10月31日の危機によってオディロン・バロ内閣が退陣して
以降、第二共和制下に生まれた内閣は、何れの内閣も、均質で一体的なも
のではなかった。内閣は、大統領ナポレオンが自身の個人的選好に従って
指名していたものであり、人選の重要な判断基準は、大統領による個人的
政治運営に対して従順であるか否かという点に置かれていた。党派や政見
如何に従って組閣が為されていた訳ではないから、内閣は赤の他人同士の
寄り合い所帯であり、一定の政治的同質性に基づく内閣の自律的意思は生
成され得ず、それ故内閣の連帯的な政治責任の契機も生成しようがなかっ
た。体制の運航を規定する支配的な政治思惟がオディロン・バロのそれか
らルイ＝ナポレオンのそれに移行したこと、つまり、オルレアニスムがボ
ナパルティスムに席を譲ったことによって、大臣責任制に基づく議院内閣
制の展開は、暫くの間延期されることとなったのである。
　かようにして、1848年から1852年の政治体制は、独任制の執行機関によ
る権力の人格化において規定されることになった。しかし、しばしば指摘
されているように、1848年制憲時に構想された憲法構造が、このような性
格とは聊か趣の異なった形相のものとして構想されていた点は逸してはな
らないだろう。「フランス大革命を開始した偉大なる諸議会の伝統に忠実」
であろうとした制憲者
（91）
は、常設の一院制議会が統治機構の中で強大な位置
を占めるべきと考えた。立法権と執行権の関係は、ルソーの影響を受けた
憲法的伝統としての立法権優位を「極端なかたちで」示したものであり、
「執行権が立法権に完全に従属する体制」すなわち「議会統治制」を示し
ていた
（92）
、と評される。とはいえ、このような形相は飽くまでも憲法制度上
の一側面に留まっており、政治動態が示した形相は似ても似つかないもの
（91）　この点に関しては、辻村・糠塚・前掲書42～43頁。
（92）　滝沢正『フランス法（第 5 版）』（三省堂、2018年）122～123頁。
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となった。第二共和制の 4 年間におけるかような「経験」を、大革命以来
幾度となく繰り返されてきた「経験」と比較対象させることで、学説は
「歴史」として綜合する。「会議制の歴史ほど、立憲主義的名目論と権力過
程の現実との乖離を雄弁に証拠だてているものはない。党争や陰謀によっ
て引きさかれた多数の成員からなる主権的な議会は、政策決定やその執行
にあたって必要な、緊密で一体的な行動をとることが技術的に不可能であ
る。能率的な統治は、根本的に寡頭制的な構造を要求する。、、、会議体
は統治することはできないのである。統治に任ずる一団の人びとを権力の
地位につかせること、それが会議体のなしうるすべてである。ひとたびこ
れが実行されると、アリストテレスの法則にしたがって、民主制は専制に
逆転する。、、、会議制が専制的な支配形態へと自動的に転化したことは、
歴史的経験によってひろく確認されているところであって、まさしくそれ
は生物学的な法則である、とさえいってよい。国民公会はその最も行動的
な委員会、すなわち保安委員会と公安委員会の独裁におちいり、最後には
後者の二人の議長、ダントンとロベスピエールの独裁になってしまった。
第二共和制は、成立後三年にして、軽率にもそれが国民投票によって大統
領の地位に引きあげたナポレオン三世の独裁に帰した
（93）
。」レーヴェンシュ
タインによって為された、かような公準の提起は、「Constitution 憲法
（構造）」の全貌が、「制度」と「動態」を綜合させることによって初めて
浮かび上がることを示しているであろう。
　政治制度と政治動態の全体的観察を通じて憲法構造の把握に到達すると
いう営為は、あくまでも理論的でレトロスペクティフなそれである。対し
て、憲政史上の学理が実践的営為として活かされるのは、主として制度形
成の場面である。「1848年憲法は緻密な手続で制定された
（94）
。」と評されてい
るが、しかし、執行権の抑制の取れた運行を担保すべき大臣責任制に関す
（93）　カール・レーヴェンシュタイン（阿部照哉・山川雅巳訳）『新訂　現代憲法論
─政治権力と統治過程─』（有信堂、1986年）102～103頁。
（94）　辻村・糠塚前掲書42頁。
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る議論は欠落していた。レーヴェンシュタインが指摘する通り、ルイ＝ナ
ポレオンの大統領選出という政治動態が示した「軽率」さは確かに致命的
であったが、国家元首公選制に平仄を合わせる形で国家元首有責原則を採
用し、「民主主義の聖油でルイ・ナポレオンを浄化
（95）
」するお膳立てを整え
た憲法制度それ自体に、致命的な欠陥が潜在していたと言うべきであろ
う。このような制度的失敗は、共和政体における国家機関である以上、国
家元首と言えども有責であるべきと言う当為論の強力さによって生じたも
のであるから、経験知よりも「フィロソフィー先行型」のフランス的憲法
思惟の伝統
（96）
が為さしめたものとも言えよう。しかし、「軽率」な政治動態
を助長する制度的失敗という経験的知見は、四分の一世紀足らず後の制度
形成の際に直ちに活かされ、今度は理論的次元に高められることとなっ
た。成立して間もないフランス公法学は「議院内閣制における責任
responsabilité parlementaire は、 執 行 権 の 名 義 人 titulaire du pouvoir 
exécutif とその大臣とに同時に宿ることは出来ない。現実には、一方が他
方を排するのである
（97）
。」という公準を、直ちに高唱したのである。エスマ
ンによって提示されたかような理論的命題が、「それが政府の絶対権力の
制約として役立」つという議会制の「自由主義的効用
（98）
」に着目した、体制
安定化のための実践的命題と手を携えていることは直ちに同意されるはず
である。他方、「強い大統領は好まれない
（99）
」という一般的傾向が形成され
ることによって、執行権の頂点における民主化が却って反民主主義の極致
に転落する動態にも一応の終止符が打たれたと言えるが、しかし、「強力
なリーダーシップが求められる時期には、容易に強権的統治形態に位を譲
（95）　この表現はレーヴェンシュタイン・前掲書110頁。もっとも、同箇所で著者が
「浄化」のシステムとして捉えているのは専ら公選制のみである。
（96）　佐藤功『君主制の研究　比較憲法的考察』（日本評論社、1957年）138頁。
（97）　A. Esmein, op. cit., p. 614.
（98）　宮澤俊義「議会の効用の推移」『憲法と政治制度』（岩波書店、1968年）20～21
頁。
（99）　レーヴェンシュタイン・前掲書110頁。
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ってしまう」という「フランス政治史の特徴
（100）
」は執拗である。ルイ＝ナポ
レオンの権力が瓦解した後も、ヴィシー・フランスの権威主義的体制は論
外としても、第五共和制初期のゴーリスムという、極めて論争提起的な政
治体験をフランスが経ている事実を逸することはできない。制度と動態を
二つながらゴーリスムによって濃密に彩色された第五共和制憲法構造の性
格それ自体も、従って、論争的であることを免れない。しかし、さしもの
「ドゴール憲法」も第三共和制以来の「国家元首無答責原則」を維持して
いた限りにおいて、国家元首の時々のパーソナリティという情況的要素に
対応して、振幅の広さが想定される政治動態に対応可能なものとなってい
る。政治動態におけるデッドロックが、そのまま制度的次元での体制選択
の問題に直結する生硬さは克服されているのである。とは言え、第二共和
制憲法構造における執行権責任一般の問題を、現代的文脈との視線の往復
の中で「垂直比較」する本格的検討は、近年の憲法動態における第五共和
制憲法構造の「現代化と再均衡化
（101）
」に対する内在的な検討を与件として初
めて成立するものであり、大臣責任制の歴史的研究の一環として第二共和
制研究を行う本稿の領分を大きく超えるものである。フランス大臣責任制
の特質に対するより深い理解が、執行権責任一般に対する理解と不即不離
であるとすれば、これらの問題は、本稿筆者に対して課された今後の研究
課題であると言えよう。他日の検討を期しつつ、1848年憲法構造の挫折か
らフランス憲政史が得た「経験知」の射程が長大であることを確認して、
筆を擱くこととしたい。
（100）　滝沢・前掲書123頁。
（101）　この点に関し、横尾日出雄「フランス第五共和制憲法における政府の対議会責
任制と2008年 7 月23日憲法改正」CHUKYO LAWYER 第10巻（2009年） 7 ～30
頁。
